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第１章 総則 

第１条 適用 

１ この仕様書は、本工事に関し受注者が守らなければならない事項を特に定めたものであ 

り、千葉県土木工事共通仕様書（令和７年度版）でいう特記仕様書で、本工事の施工に適 

用する。 

２ 本工事は、契約約款、関係法令、県条例、並びに規則に基づくほか、仕様書及び図面に 

基づき監督職員の指示に従い施工するものとする。 

３ 本特記仕様書に定めない事項については、千葉県土木工事共通仕様書（令和 7年度版） 

の他、水産庁漁港漁場整備部編集｢漁港漁場関係工事共通仕様書｣、国土交通省港湾局編集 

｢港湾工事共通仕様書｣の定めによるものとする。 

 

第２条 施工管理・規格値 

１ この工事の施工管理は、千葉県土木工事施工管理基準（令和７年度版）によるものとす 

る。 

２ 工事写真は、千葉県写真管理基準（令和７年度版）によるものとする。 

 なお、上記に定められていない工種については、監督職員と協議するものとする。 

 

第３条 工期 

工期は、雨天、休日等を見込み、契約日の翌日から令和 9年 3 月 25 日までとする。 

 

第４条 低入札価格調査制度 

１ 本工事は、低入札価格調査制度調査対象工事（以下、「調査対象工事」という。）に該当

した場合は、千葉県建設工事検査要綱（検査の区分を規定）及び中間検査実施細則（中間

検査実施区分の規定）の定めに関わらず、中間検査の指定対象工事として、中間検査を実

施する。 

２ 調査対象工事の中間検査の実施は、「中間検査実施細則」に関わらず原則として２か月に

１回、隔月ごと、及び主要工種を考慮し、施工上の変化点等で行うが、実施時期は監督職

員が指定する。 

３ 中間検査は、通知日までに完了した出来形部分の出来形確認及び技術的確認等を行うが、

給付の対象とはしない。 

 

第２章 施工 

第５条 一般事項 

１ 本工事は、泊地及び航路の水深を確保するために、水底土砂の浚渫を行う工事である。 

２ 作業現場の土質条件、海象条件、周辺海域の利用状況等を考慮して、安全かつ効率的な 

作業が可能な作業船を選定するものとする。 

３ 本工事の浚渫範囲は-4.5m 航路、-4.0m 航路、-4.0m 泊地を浚渫するものとする。 

４ 浚渫土砂の運搬先については、下記のとおりとする。 

 ・-4.5m 航路、-4.0m 航路、-4.0m 泊地 

（6km 先の排出海域に海洋投入処分） 



①北緯 35 ﾟ 38' 46.94"東経 140 ﾟ 41'41.51"   

②北緯 35 ﾟ 38' 36.94"東経 140 ﾟ 41'41.51" 

③北緯 35 ﾟ 38' 36.94"東経 140 ﾟ 41'53.51"  

③北緯 35 ﾟ 38' 46.94"東経 140 ﾟ 41'53.51" 

以上４点に囲まれる範囲の内側へ運搬するものとする。 

５ 本工事は、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」の規定による廃棄物海洋投入 

処分許可を受けているため、許可条件を遵守すること。 

 

第６条 安全監視船の配置及び安全対策 

１ 工事中は浚渫水域に１隻以上の安全監視船を配置するものとする。 

２ 工事休止中は作業船団を安全な区域に移動するものとし、移動できないときは、事故防 

止の安全対策を講じるものとする。 

３ 狭隘な漁港内等での浚渫工事のため、水揚げ作業などに支障を来さないよう漁船への安 

全対策を行うものとする。 

４ 海洋投棄箇所までの航行は、多様な船舶が運航する海域を航行するため細心の注意を行 

い運航すること。 

５ 作業船舶の係留場所について、地元漁組と十分調整を行うものとすること。 

 

第７条 作業船の回航について 

１ 作業船の回航は、以下の表より計上している。 

規格 数量 回航距離 

グラブ浚渫船 5m3(普通地盤用)(スパッド式) １隻 京浜港－飯岡漁港（111 浬） 

土運船 300m3 ２隻 京浜港－飯岡漁港（111 浬） 

２ 作業船の回航は、当該港への出入港の写真等の出入港がわかるものをもって確認し、

入出港が基地港と異なる場合については、監督職員と協議しなければならない。 

３ 回航に伴う確認請求は、原則として契約後最初に行う施工計画書の立案時に行うこと。 

４ 作業船の船団構成に変更が生じる場合は、監督職員と協議すること。 

 

第８条 出来形管理 

本工事における浚渫工の出来形管理は水深により管理（10m ピッチ）するものとする。 

 

第９条 段階確認 

工事の段階の区切りには、次作業を進める前に監督職員の確認を受けなければならない。 

・施工前測量、施工後測量（10m ピッチ） 

なお、上記以外でも監督職員が必要と判断したものについては、段階確認を行わなければ

ならない。 



第３章 建設副産物 

第１０条 共通事項 

１ 「建設リサイクル推進計画２０２０」（国土交通省）及び「千葉県建設リサイクル推進計 

画２０１６ガイドライン」に基づき、本工事に係る「再生資源利用促進計画書」を「建設

副産物情報交換システム（ＣＯＢＲＩＳ）により作成、施工計画書に含め各１部提出する

こと。 

また、計画の実施状況（実績）については、「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用 

促進実施書」を作成し、「建設副産物情報交換システム工事登録証明書」を同システムによ 

り作成し、各１部提出するとともに、これらの記録を工事完成後１年間保存しておくこと。 

なお、上記各計画書及び各実施書の作成に当たっては、「建設副産物情報交換システム（Ｃ 

ＯＢＲＩＳ）」を用いて登録・作成しなければならない。 

２ 作成対象工事 

「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」は請負金額が、「再生資源利用 

実施書」及び「再生資源利用促進実施書」並びに「建設副産物情報交換システム工事登録 

証明書」は最終請負金額が１００万円以上の全ての工事について建設資材の利用、建設副 

産物の発生・搬出の有無にかかわらず作成する。 

 

第４章 その他 

第１１条 環境省への提出書類について 

 本工事における海洋投入処分は令和 4 年 7 月 19 日付け、許可番号 22-002 にて許可された

ものである。そのため、監視報告に添付する資料として、以下に示す書類を電子データにて

施工後に提出すること。 

・廃棄物処理記録簿 

・海洋投入航跡図 

・排出確認済証 

・海洋投入排出報告書 

・海洋投入一覧表 

 

第１２条 ウィルス対策 

受注者は、電子納品時のみならず、監督職員と工事に関する事項について電子データを提

出する際には、ウィルス対策を実施した上で提出しなければならない。 

 また、ウィルスチェックソフトは常に最新データに更新（アップデート）しなければなら

ない。 

 

第１３条 施工環境監理者の配置について 

 １ 本工事は、施工環境監理者の配置を義務付けた工事である。 

 ２ 目的 

周辺海域の自然環境や水生生物の生息環境に配慮した施工を監理する者（以  

下「施工環境監理者」という。）に適正な技術者を配置することにより、環境保全 

に配慮した円滑な施工を確保することを目的とする。 



 ３ 施工環境監理者の業務内容 

   １）周辺海域の自然環境に対する検討 

   ２）周辺海域の水生生物の生息環境に対する検討 

   ３）関係期間との連絡調整 

 ４ 施工環境監理者の資格 

「技術士若しくは技術士補のうち水産部門（水産土木）の資格を有する者又は、 

社団法人大日本水産会の行う水産工学技士（水産土木部門）認定試験に合格し、 

水産工学技士として登録した者」と同等以上の能力と経験を有する者とは、建設 

業法の１級土木施工管理技士又は２級土木施工管理技士の資格を有し、且つ、次 

のいずれかを満たす者とする。 

（１）学校教育法による大学（短期大学を除く。）若しくは旧大学令による大学 

において、水産学、土木工学、農業土木又は森林土木（以下、「水産土木の 

指定学科」という。）の課程を修めて卒業した者で、卒業後、水産土木の技 

術的業務に従事した期間を通算した期間（以下、「水産土木業務の実務経験 

期間」という。） が２年以上に達する者、又は水産土木の指定学科以外の課 

程を修めて卒業した者で、卒業後、水産土木業務の実務経験期間が４年以上 

に達する者 

（２）学校教育法による短期大学若しくは旧専門学校令による専門学校において、 

水産土木の指定学科の課程を修めて卒業した者で、卒業後、水産土木業務の 

実務経験期間が４年以上に達する者、又は水産土木の指定学科以外の課程を 

修めて卒業した者で、卒業後、水産土木業務の実務経験期間が６年以上に達 

する者 

（３）学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令による中等学校において、 

水産土木の指定学科の課程を修めて卒業した者で、卒業後、水産土木業務の 

実務経験期間が６年以上に達する者、又は水産土木の指定学科以外の課程を 

修めて卒業した者で、卒業後、水産土木業務の実務経験期間が８年以上に達 

する者 

（４）上記（１）から（３）以外の者で、水産土木業務の実務経験期間が１０年 

以上に達する者 

（注）水産土木業務とは、水産土木事業の計画、調査、設計、施工管理及び維持管理

等の技術的業務をいう。 

 ５ 施工環境監理者の選任 

原則として施工環境監理者は専任とする。但し、密接な関係にある二件以上の工事を



同一又は近接した場所で施工する場合は、兼任できるものとする。 

また、主任技術者、監理技術者、現場代理人と兼務できるものとする。 

 ６ 実施体制の表示 

施工計画書に施工環境監理者の氏名及び該当する資格を記載するものとし、これに変更

が生じた場合には、遅滞なく書面により監督職員にその旨を届けるものとする。 

 ７ 資格証明書の携行 

   施工環境監理者は工事現場内において、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の

入った資格証明書を携行することとする。 

 

第１４条 専任特例２号の場合の監理技術者配置 

１．本工事において、建設業法第２６条第３項第２号（以下「専任特例２号」という。）に

よる場合の監理技術者の配置を行う場合は、以下の要件を全て満たさなければならない。 

（１）当該工事現場に監理技術者の行うべき職務を補佐するもの（以下「監理技術者補佐」

という。）を専任で配置すること。 

（２）監理技術者補佐は、主任技術者の資格を有する一級施工管理技士補又は一級施工管理

技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。

なお、監理技術者補佐の建設業法第２７条の規定に基づく技術検定種目は、監理技術

者に求める技術検定種目と同じであること。 

（３）監理技術者補佐は所属建設業者（受注者）と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること 

（４）同一の専任特例２号の場合の監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時

に２件までとする。 

（５）監理技術者として職務を適正に遂行するため、当該工事の内容に応じ、兼務する工事

が以下の範囲にあること。 

①土木工事の場合 兼務する工事が千葉県内にあること 

※河川工事の場合は、兼務する工事が沿川市町村内にあること 

②建築工事、建築設備工事等の場合 兼務する工事が千葉県、埼玉県、東京都、神奈

川県、茨城県の都県内にあること 

（６）監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会

等の職務を適正に遂行しなければならない。 

（７）監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。 

（８）監理技術者補佐が担う業務等について、明らかにすること。 

（９）監理技術者は、維持工事を兼務することは出来ない。なお、ここでの維持工事とは、

通年維持工事等（24 時間体制での応急処理工や緊急巡回等が必要な工事）をいう。 



２．専任特例２号による監理技術者を配置する場合は、主任技術者等兼任届及び前項各号に

ついて確認できる書類を提出すること。 

３．本工事において、専任特例２号による監理技術者及び監理技術者補佐の配置を行う場合

又は配置を要さなくなった場合は適切にコリンズ（ＣＯＲＩＮＳ）への登録を行うこと。 

 

第１５条 難工事の指定について 

本工事は、難工事として指定した工事である。 

 

第１６条（週休２日制適用工事（漁港漁場関係工事）【現場閉所による週休２日工事】） 

１ 本工事は、週休２日制適用工事（漁港漁場関係工事）である。 

２ 受注者は、現場閉所による週休２日工事として取り組むこと。なお、予定価格には４週８

休達成相当の経費を補正している。 

３ 受注者が週休２日交代制工事を希望するときは、受発注者間で協議し週休２日交代制工事

に変更することができる。 

４ 週休２日制の実施にあたっては、「週休２日制適用工事（漁港漁場関係工事）試行要領（令

和７年１０月版）」に基づき行うこと。 

 

第１７条 その他 

本仕様書に明記されていない事項、また、不明な点等疑義が生じた場合は速やかに監督職

員に申し出て協議すること。 



 

特記仕様書別表 詳細は土木工事共通特記仕様書 第２章 選択編をご参照ください 

条 条目 適用(不要項目に二重取消線) 

第２－１条 電子納品 
・該当する（副本登録する） 

・該当する（副本登録しない） 

第２－２条 工事監督支援業務の担当技術者 
・該当する 

・該当しない 

第２－３条 

建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律（建設リサイク

ル法） 

・該当する 

・該当しない 

第２－４条 難工事の指定 ・特記仕様書による 

第２－５条 「三者会議」の実施 
・該当する 

・該当しない 

第２－６条 
熱中症対策に資する現場管理費

の補正の試行工事 

・該当する 

・該当しない 

第２－７条 快適トイレ 
・該当する 

・該当しない 

第２－８条 週休２日制適用工事 ・特記仕様書による 

第２－９条 遠隔臨場 

・発注者指定型 

・発注者指定型以外 

・該当しない 

第２－１０条 
ＩＣＴ活用工事 

※右表に対象工種を記載 

・該当する 

対象工種： 

・該当しない 

第２－１１条 

現場打ちの鉄筋コンクリート構

造物におけるスランプ値の設定

等 

・該当する 

・該当しない 

 

 


